
産学官連携宇宙 発 プロジェクトによる 波及効果に対する 評 

0 川原武 裕 ( 科学技術振興機構 ) , 熊田 憲 ( 東北大 ) 

1. 序 

日本の宇宙開発政策は 19 眈 年代から、 世界の宇宙開発における 民間 

主体の産業化促進や㌍ 分野の技術発展、 また国内経済の 低迷など、 国 

内外の様々な 環境変化を受け、 社会経済発展や 国民生活の質の 向上を 

指した従来の 科学技術志向から 産業化志向へと 方向転換してきた。 これ 

を受ける形で 従来から政府主導で 行われてきた 宇宙開発分野において、 

中小企業を中心とする 民間企業にも 主体的に新産業創出や 地域活性化を 

目的とした宇宙産業参入や 宇宙利用に取り 組む動きが現れてきている。 

しかしロケットや 人工衛星に代表きれる 宇宙開発において 

的特徴や長期開発期間。 高 コストといったプロジェクトの 

このため一部の 大企業を除き 民間企業が宇宙開発に 取り組むためには、 

宇宙開発に必要な 資金や技術。 人材を補 う 必要があ る。 それを支援する 

施策として、 国や大学が民間企業をサポートする 産学官連携活動が 重視 

きれるようになり、 独立行政法人宇宙航空研究開発機構 @ 以下 

にはその司令塔的部門として「産学官連携部」が 設置されるに 至った。 

おける科学技術的成果のみならず 経済的。 社会的波及効果の 評価の必要 

ている。 産学官連携による 宇宙開発プロジェクトに は 、 例 

発を最終目的とした 場合でも、 その 日 

どの穣々 な 経済的。 社会的波及効果の 

るいは目標としているものも 存在する " しかしなが 

効果は直接的結果を 評価対象とした 従来の評価枠組 

困難であ ると考えられる。 そこで本稿では、 東大阪 

小型衛星開発プロジェクトを 事例とし、 宇宙開発令 

ェクト による経済的。 社会的波及効果に 対する評価の 新しい枠組みを 提 

案する。 

型 衛星開発プロジェクトの 

実施されている 小型衛星 開 ロジェク ト は、 民間企業が 

主体となり産学宮が 連携した宇宙開発プロジェクトの 代表的な例であ る。 

このプロジェクトに は 「 官 」の立場としてぶ 屈む ひ 。 が、 衛星開発のための 

技術支援。 技術移転から 星の打ち上げに 至る プ 

与している。 そしてプ ロ ェクト の目的 は 、 衛星 

化による宇宙産業の 地場産業への 取り組み、 製造業企業の 石土い世代への 

技術伝承促進、 システムレベルの 技術の習得による 中小企業の競争力向 

上、 「メイド。 イン。 東大阪ブランロの 確立、 さらに、 これらをきっか 

けとした地域活性化に 置かれ - ひ 、 る 。 

上記の目的を 達成するため 飴磁 年に東大阪市付近の 中小企業 群 によ 

って東大阪宇宙開発協同組合               田，醸が設立された。 S0 且工   。 A 

                                                          プの 小型衛星『空翠 ず S 皿 (P 餌 ㎡ 

脇篤 mslonSa ぬ血㎏りの開発。 製造を行い、 雷雲の観測を 行う予定であ 

る。 rP 醗 ， S ぬ 下』を実現するに 先立ち、 まずは基礎的な 人工衛星 (@.1 開発。 

製造を行いながら、 モノづくり職人が 持つ技能を宇宙技術へ 適応させる。 

・ お 、 発展系モデルの 2 号機「 S 

SAT は @ を用いた宇宙ヒジ 

ている」 田 ときれている。 

そして、 この東大阪小型衛星開発プロジェクトを 遂行するにあ たり、 

以下のような 産学官連携体制； ま 形成されている ( 魏 ㏄ 年 Ⅱ月時点 ) 。 

は組合員企業による 部品の製造、 組み立てを統括しており、 

組合員企業が 衛星の各システムの 製造、 加工等を担当している。 

官 は 成果普及及び 活用促進の一環として   

学   東京大学が、 p 圓 DO の上記事業において 

本の宇宙開発における 評 

の字 宙 開発において 成果 

倉科学技術会 、 宇宙開発委員会、 文部科学 省 独立行政法入評価委員会 

であ る。 

は、 内閣府に設置されている 総合科 

議は 日本の宇宙開発における 最高意 

思決定機関として 位置づけられており、 任務の一つとして 大規模あ るい 

は 国家的に重要な 研究開発の評価を 行うこととされている B 。 これは総 

倉科学技術会議が の 活動に対する 評価に関して、 大規模あ るいは 

国家的に重要な 宇宙開発プロジェクトのみを 評価の 

味する " 

文部科学 省 にあ る宇宙開発委員会は r 国の研究開発評価に 関する大綱 

的指針」 f¥ 総合科学技術会議、 2005) 及び「文部科学者における 研究及 

び開発に関する 評価指針」 ( 改定案 ) ( 文部科学 省 、 2 ㏄㊦を踏まえて 策 

寓 した「宇宙開発に 関するプロジェクトの 評価指針 J ( 宇宙開発委員会、 

の行う宇宙開発プロジェクトと 宇宙科学研究に 

おける研究プロジェクト、 かつ原則として 多額の財政支出を 伴う大規模 

第 3 者機関として 産学官連携活動を 含む の 活動全般について 評 

価しているの ほ 、 文部科学 省 独立行政法人評価委員会 ( 以下、 法人評価 

委員会 ) であ る。 法人評価委員会は、 文部科学 省 所管の独立行政法人の 

各事業年度における 業務の実績の 評価、 また中期目標に 係る業務の実績 
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に関する評価を 実施している。 事業年度評価においては 中期計画に定め 

業 年度の実施状況について、 中期目標期間評価にお 

いても中期目標及び 中期計画に定められた 各項目に関する 達成度につい 

て。 項目を定め段階的評定及び 項目別評価を 総括する記述式の 評価を行 

っている " 

国主体の産学宮連携による 宇宙開発プロジェクト は、 よぬ XtA が主体と 

なり実施するため、 法人評価委員会 ( あ るいは宇宙開発委員会、 総合科 

。 しかし民間主体の 産学官連携に 

が実施するプロジェクⅡとはな 

らないため、 プロジェクト 全体から生ま を 評価対象とすること 

はできない。 つまりプロジェクトにおいて が 直接関与している 部 

分のみが評価対象となる。 このため既存の 評価体制では 模 

り出される波及効果が 存在する場合に、 それらに対し 

体制が整っていないことが 指摘できる。 

表 1 はまだぬ 』の活動実績の 評価の一例であ る。 表 1 が示すよ う に評価 

は直接的な結果 ( 共同研究の件数、 特許出 

られ、 社会的。 経済的波及効果に 関する 項 

表 I : JAX 鰻の活動実績の 評価 

評価項目 

大 Taa  @ z. 国民に対して 提供するサービスその 他の業務の質の 向上に関 

の中核となる 緯 鮫を設けるともに、 連携により行 う研 

言 ￥ @ 

    産業連携会議、 宇宙ベンチャー 制度、 成果活用促進制度、 地 

突 ( 年度計画 : 37 0 件 )   
( 年度計画 : ユ 00 件 ) 、 9 3 件の施設設備共用 ( 年度計 

( 文部科学 省 独立行政法人評価委員会による 膵ぬ 並行政法人宇宙航空研究開発機構 

の 平成 16 年度に係る業務の 実績に関する 評価 コ より一部抜粋 ) 

仝．研究開発における 

r 園の研究開発評価に 関する大鯛的指針」 ( 総合科学技術会議、 2005) 

や r 文部科学 省 における研究及び 開発に関する 評価指金 ナ 」 ( 改定案 ) ( 文 

部科学者、 2005) などによれば、 研究開発の成果は 多元的。 多面的に把 

握されるべきとされ、 評価においては 成果の形式的側面ではなく 内容的 

側面が重要であ ることが指摘され・ている。 また、 「研究開発の 種類によっ 

ては直接的成果だけではなく 間接的な波及効果が 重要であ る場合もあ り   

その適用は対象や 状況に依存的であ る」 ( 文部科学 省 、 鴬 05) とされて 

いる 帆 成果の区分は「評価の 際に区分を意識して 行わなければ 特定の 

種類の成果のみに 焦点が驚かれて 評価が局限されてしまうことから 必要 

であ るⅠ 琳 、 鶉 0 ㊤ 田 。 そこで、 東大阪小型衛星開発プロジェクトにお 

ける成果の調査。 把握に先立ち、 成果概念と区分の 整理を行 う 。 

プ ) 、 最終 物 ( 新製品、 プロセス、 サービス等 ) などがこれにあ たる。 そ 

して「アウトプットと 経済または社会との 相互作用から 生まれるもの」 

をインパクトと 定義している。 ここでは特に 

は、 プロジェクトのアクトフット 発生後、 様 

ら インパタ ト が生じるという 理由から、 インパクトを 短期的。 長期的な 

ものに区別している。 例えば、 短期的インパクト は 市場の状況が 変化し 

た際に突然終わることもあ ること、 アウトプ ソト の中には数年間 

た 後に重要なインパクトを 生む例もあ ることを挙げている。 また、 イン 

パクトの生じる 領域を科学、 社会経済、 政策立案の 3 つに区分している。 

9 ま ㎡   佗 ㏄ め ㈲は、 アクトフットを「政策介入の 結果直接 

生 や サービス」、 アクトカムを f 政策介入の結果として 起こる 

長期的な効果で 通常広義の社会経済的結果、 意図した効果を 達成するた 

めに必要なプロジェクトのアウトプ ソト の直接的かつ 中間的な効果」、 そ 

してインパクトを「社会への 政策介入の効果を 表す一毅的な 言 粟 。 最終 

目的と一貫したより 長期の成果で、 介入なし @ こは起こりえないもの J と 

定義している。 時系列的にはアウトカムがインパクト @ こ 比べ短期的で、 

意図的な効果であ ると考えられる。 また、 ここではインバク ト を科学。 

技術的、 経済的、 社会的、 政策的の俺つに 区分している。 さらにマイナ 

スのインパクトについても 述べており、 例え ぱ 。 プロジェクトが 

ると同時にかなりの 数の参加者が 研究開発を続けないことを 決断 

それは資源の 潜在的損失としてマイナスのインパクトとなりうる 

このようなマイナスのインパクトは、 プロジェクトから 生まれる 

識や学習機会とバランスがとられる 必要があ ることが 指 翻されている。 

(2) スピ ノ レオーバ一 

成果 槻念 には、 アクトプット、 アウトカム、 インパクトの 他にスピル 

が存在する。 スピルオーバーは、 例えば「産学宮の 

目的を達威すべく 連携する際に、 経済的、 社会的、 

ひいて は 文化的な付加価 痕 がしばしば派生的に 生み 

ことをいろ。 一部を産、 学、 あ るいは宮が回収する 

の場合、 受益者 は 社会全体であ る。 またこの波及効果を 事前に特定する 

ことは難いり 源山 、 ㏄ 篆 ) 。 " 。 

(3) 事例において 適用すべき成果 

についてほ多くの 文献で共通しており、 研究開発 

における r 直接的な成果」と 位置づけられている。 この定義を用いると。 

東大阪の小型衛星開発プロジェクトにおけるアウトプットは、 小型人工 

衛星そのものや、 その打ち上げとなる。 本 プロジェクトは 2 ㏄ 2 年に開 

1 を開発中であ り、 調査時点 鰹 ㈱ 5 年 睡月 ) で 

っておらず、 アウトプット は 発生していない。 こ 

のためアウトカムやインパクトは、 アウトプットが 発生した後に 

る 効果であ るため本稿の 事例では対象としない。 そこでアウトプットが 

発生する以前の 波及効果について、 スピルオーバ 一の概念を用いること 

とした。 図 2 に 示すようにスピルオーバー は 時系列的な制約を 受げない 

ため「プロジェクト 発足以降全て」の 波及効果を対象とすることが 可能 

となるためであ る。 また、 スピルオ - バーを様々な 視点で把握するため、 

上記の先行研究に 基づき科学技術的。 経済的。 社会的の 8 つに区分し、 

調査を行 う こととした。 

  1) アウトブット、 アウトカム、 インパク     
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開発プロジェクトの 現状及 びス 

る インタビュ一調査を 実施した。 春頃 でほ以上のインタビューをもとに 

したスピルオーバ 一に係る調査結果を 示す。 

図 2 は、 プロジェクトと も、 う み ( 点線 内 ) の時系列的な 変化を 、 

小型衛星開発を 巡るこれまでの と 体制を基に表したものであ る。 プ 

ロジェ 足 以降、 や小企業や大学が 連携しで S0 ヨむ 転が設立きれ 、 

その後 が 連携し、 プロジェクトが NEDO の事業に採択きれ 、 現 

在の産学宮連携体制が 構築されるに 至った。 

  

  

図 2 : プロジェクトの 枠組み 

また、 図 3 では図 2 の「プロジェクれの 枠組み」を起点、 として発生し 

た スピルオーバ 一の連関関係を 示した。 この図では、 確認されたスピル 

オーバーを産学冨の 主日的としている 分野 r 地域活栓化」。 「教育。 研究 

開発」、 「宇宙開発 J 3 つのカテゴリ 一に分けて区分した。 之 つの領域の 

境界線上にあ るスピルオーバー は 両方に関連していることを 意味し 、 図 

の右に位置するスピルオーバー はど 2 次、 3 次的に派生した 効果であ る 

ことを意味している。 

図 3 : スピル万一 バ 一連関 図 

6. 考察 

に関するスピルオ - バー 

ジェク ト が発足したことにより、 

阪の知名度が 向上した。 また従来政府主導で 行われて 

小企業群が挑戦していることや   の 関西サテライトオフィスの 設 

置により、 宇宙に対する 認知や関心が 向上したごとがきっかけで。 一般 

市民や修学旅行生など 多数の入枠が 東大阪を訪れるようになったと 考え 

られる。 プロジェクトに 参加している 参加企業の知名度向上は、 

業との技術交流及び 連携のきっ 力 、 けとなった。 一部参加企業の 売 

は知名度向上が 一因であ ると考えられる。 また、 プロジェクトは S 

を含め企業間の 連携関係を構築することにつながり、 ロボット関 

しいプロジェクトを 発足させるに 至った。 その他、 プロジェク㌃ ほ 技術 

支援。 技術移転等を 通した技能向上や、 企業の一部従業員の 仕事意欲向 

上にも影響を 及ぼしたことが 考えられる反面、 少人数で多数の 業務に対 

応 しなけれ ば ならない中小企業の 本業に割く時間を 制約したというマイ 

ナスのスピルオーバーを 発生させる要因にもなったと 考えられ， る 。 

(2) 「宇宙開発」に 関するスピルオーバ 一 

関西サテライトオフィスの 設 費によって、 関西圏企業に 対する航空宇 

宙技術の売り 込みや、 企業技術の発掘 と L,@,3 た 宇宙利用促進活動及び 技 

術相談などが 可能となったことが 挙げられる。 また、 中小企業群による 

地域活性化を 目指した宇宙開発への 奴り 組み ほ 、 宇宙に対する 認知。 関 

心の向上に寄与するとともに、 日本及び海覚など 他地域に刺激を 与え、 

多くの建学官連携による 航空宇宙関連プロジェクトの 発足に影響を 与え 

たと考えられる。 これにより、 各地域の活栓化及び、 宇宙開発における 

産業 ィヒ が期待されていると 考えられる。 さ封こ、 学生が衛星開発を 通し 

て 実践的な宇宙工学を 会を得たことにより、 今後の宇宙 

の 底上げが図られて レ     も 宇宙開発に関するスピルオーバ 

(3@ 「教育。 研究開発 コ に関するスピルオーバ - 

プロジェクトをきっかげに、 製造業の中小企業の 職人が持つ技能を 学 

生が修得する 機会を得たことが 挙げられる。 また、 N 到 D0 の事業採択に 

よって大学の 研究開発に資金が 投入され、 研究開発が進められることで。 

み 立てなどの技術の 習得が進むと 考えられる。 大阪 

府立大受に関してほ 、 ょお鰻       で 結ばれた「包括的研究開発協定」 

により、 大学内， r. 小型宇宙 機 シス ムセンターが 開設きれることとなっ 

た。 そして、 主領 lA 技術者による 衛星設計授業が 行われることとなり、 

宇宙工学の実践的な 教育が展開され。 蛍 生の技術習得に 貢献することが 

若えられる。 従来日本の大学の 航空宇宙工学関連学科では、 多くの場合 

論中心の授業が 行われていたが、 実践的な工学教育の 展開は大学の 魅 

力の向上にも 貢献すると考えられる。 

本 プロジェクトにおいて 小型衛星の開発や 打ち上げと L 、 ラ アウトプッ 

トを目指す過程でも、 穣々 な スピルオーバーが 派生している " 今回 

されたスピルオーバーは。 産学官が連携した 結果生まれており、 そ 

ほ 産学官のアクタ - 闇の相互作用によるものと 考えられる。 例えぱ @ 技 

能向上」 ほよおこが 中小企業 群 に対して 技 繍文 援 。 技術移転を行う 過程 

で生まれており、 r 新しいプロジェクト」も S 

た結果発足しだものであ る。 また。 今回確認されたスピルオーバ 一の中 

@ こぽ 、 プロジ = グト参加音 @ こ隈定 きれる「技能の 向上 @ や r 企業知名度 

の向上 ; などのミクロレベルのもののみでなく、 @ 宇宙に対する 認知。 

心の向上」や ; 各地の航空宇宙関連プロジェー クト の発足」、 r 実践的工学 

教育」のようなプロジェクトの 参加音に限定きれないマクロレベルで 影 

響を及ぼしているものもあ る。 
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向 往に ， @!t,¥ て 自らの考えを 持つことができ 

る素養 ( 国民の科学技術 ソ テラシ一 ) を発揮することが 重要」であ り。 

「宇宙開発活動には、 科学技術全般への 国民の関心を 喚起する絶好の 契 

機を提供する 可能性があ る」ことや、 「宇宙開発で 得られた知識を 青少年 

の学習に反映させること @ こより、 若い世代が科学技術活動の 分野に挑戦 

。 とが期待きれる」 こ 

「宇宙に対する 認知。 

「各地で航空宇宙関連プロジェクトの 発足」というスピルオーバー は 、 

長期的に見て 日本の航空宇宙産業に 影響を及ぼすと 予想される。 現在北 

海道や九州では 大学と中小企業群が 連携して小型衛星を 開発しており。 

宇宙産業の参入を 目指している。 また。 神奈川県京浜地区では 中小企業 

群が航空宇宙部品調達支援プロジェクトの 一事業として 邑恕且 株式会 

や航空宇宙機器メーカ 一向けに、 国内申小企業よ 

の信頼性に関する 品質保証を行っている [aL これ 

らのプロジェクトが 中小企業群の 航空宇宙産業参入のさきがけとなり、 

ビジネスモデルができる 可能性があ る。 そして、 より多くの企業が 航空 

宇宙産業に参入することにより、 日本国内で産業内での 競争が活発化す 

れば、 国内外からの 航空宇宙関連製品の 受注が増加する 可能性があ る。 

その結果、 日本の航空宇宙産業の 国際競争力が 高まると考えられる。 ま 

た、 東大阪と同様 @ こ 、 各地域で地域活性化を 見据えて産学宮が 連携して 

プロジェクトを 推進することにより、 穣々 な アクター間の 相互作用によ 

って新しいスピルオーバーが 発生することが 考えられる。 

また。 「実践的工学教育 J は人材育成による 宇宙技術の底上げにつなが 

ると考えられる。 近年まで、 日本の大学の 宇宙工学教育においては 理藝 

中心の教育が 行われ、 学生がプロジェクトを 通して衛星やロケットの 

発を学ぶことはあ まりなされて。 なかった。 より多くの学生が 実践を通 

して衛星やロケットの 設計。 縄み 立て技術を身に 付けることにより、 将 

来的に宇宙技術の 底上げが期待される。 まだ、 「実践的工学教育」はもの 

づくり 共 ，衛星やロケット 開発に関心をもつ 学生を喚起することが 予想き 

れ、 大学の魅力向上につたがることも 考えられる。 

これらのようなマクロレベルのスピルオーバーは 当初プロジェクトの 

目標として捉えていなくとも、 産学宮連携施策によって 生まれたスピル 

オーバーとして 評価の際に重要視されるものであ ると考えられる。 

0 字 宙 利用促進活動」、 「日本各地の 宇宙開発プロジェクト 立ち上 @ 」、 「 宇 

宙 に対する理解増進」等、 マクロレベルのスピルオーバーが 発生してい 

ることが明らかとなった。 これらは日本の 宇宙開発の評価体制の 分析 絡 

異 に照らし合わせると、 総合科学技術会議、 宇宙開発委員会、 法人評価 

委員会のいずれにおいて 

最後に、 図 3 で示した 

宇宙開発、 教育。 研究開発で区分したスピルオーバーを、 先行研究レビ   

ュ 一により整理した 成果の区分に 基づき、 

金的視点で評価項目として 抽出し、 事例以外の例にも 適用できるよさに 

言葉を置き換えることにより、 新しい成果評価の 枠組みとして 表 2 が提 

出でき る 。 

表 2 : 産学官連携による 宇宙開発プロジ ヱクリこ おける 

した。 

8, おわりに 

東大阪の小型衛星開発プロジェクトの 場合、 「 官 」の立場として 

のみでなく経済産業省管轄の N 瓦 no も関与している。 このため、 スピ 

ルオーバーが 一つの 省 ( 文部科学 省 ) の 管靱 内で評価されるならば、 

N 醸 DO の関与をスピルオーバ 一の帰属 先 として含める 

このように、 表 2 に示されるようなスピルオーバーは、 

アクターが係っているために 帰属先の特定が 困難であ り、 杏乃について 

一機関の寄与度を 測ることは難しい 王 、 マクロレベルで 影響を及ぼすも 

のも存在する。 このため、 これらは実施 関 レベルやプロジェクトレ ベ 

ル ではなく、 より上位の政策レベルで 評価されることが 望ましく、 今後 

は府省 横断的に評価が 実施される必要があ る。 

' 。 結論 

本稿でほ、 科学技術的成果のみでなく、 社会的，経済的成果の 創出も 

目的とし、 民間企業を主体として 産学宮が連携した 宇宙開発プロジェ タ 

ト の成果評価に 焦点を当てた。 上述したように 園の文書でほ、 科学技術 

                                科学技術的成果のみならず 社会的。 経済的な波及効果の 
参考文献 

評価の必要性が 指摘され・ て LI 、 る 。 本稿でほ、 それにもかかわらず、 宇宙 回 SOHLAH ㌢㎝ 坤 :/lwww., 。 MI" ㈹㎝ り 

開発における 産学官連携活動の 成果評価においてそれらの 評価項目が明 回 総合科学技術会議 HP                                                                               

確にどれていないことを 問題点として 捉え、 r 産学官が連携しだ 宇宙開発 目文部科学 に㏄ 5) 省 ，研究開発のアウトカム   インパクト評価体系プレス 発表資料 

                        成果評価における 新しい枠組みを 提案すること」を 目的 "                                                                                                     ,                                                           
とし、 事例の調査を 試みた。   
事例として取り 上げた東大阪の 小型衛星開発プロジェクトにおける 氏 囹 mIo-rK F 蕪 hren@ ㏄ no ひ叩 山元 ， G 1 岡 軋目 ㌢ acfCo (200 ず lEuropeanRTDP 分， RTDEv 由 ua む を o EOn 肇 amnmas 騰 。 も。 又   ・ AsKeesK 肌目 ぬ 。 

こむ鮭の活動 は、 ほ AS を A のプロジェクト コ ではなく、 国の産学宮連携の 田田 川原山，産学宮連携とは 0 屯 ㏄ no ㎞， @mpactofRTDPol ?, 産学宮連携 ぬ e, ま ゴ ーテ ルⅦ． lN0.7, 抱 ㏄ じ   
基本的考え方及び、 宇宙開発政策に 基づいた r 施策Ⅰの一環として 行わ 目宇宙航空研究開発 ，産学官連携活動の 現状について               
            本稿における 調査では、 プロジェクトから 派生した r 関西圏 
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